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要　　　旨
アメリカにおける「メディア教育」がはじまったのは，「メディアリテラシー」
という概念も用語もまだなかった1960年代とされる。そのような時代にあっても
アメリカ各地には，マスメディアの持つ可能性とそのもたらすであろう様々な課
題をいち早く予感し，次代を担う子供たちにどのようにメディアとむかい合わせ
るのかという問題意識を持った教員や研究者が多く存在した。60年代以降このよ
うな人材が次第にこの問題意識を共有し，組織化され今に至る「メディアリテラ
シー」教育へと結実してきた。本論ではアメリカにおける1990年代前半までのメ
ディアリテラシーの歴史を概観する。
Abstract
Media education in the U. S. started in the 1960’s when the term media literacy
had not been yet coined. However, in many school districts there were teachers and
media professionals who foresaw the coming of a “new media age.” They, although
in a very sporadic fashion, experimented with media productions in schools and
demonstrated the need for more organized and coherent media education programs
and curriculums. This paper examines how media education first began in the U. S.
and how it evolved over the years through the first half of the 1990’s.
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はじめに
アメリカにおける「メディア教育」がはじまったのは，1960年代とされる。「メデ
ィアリテラシー」という概念も用語もまだなかった時代である。そのような時代にあ
ってもアメリカ各地には，マスメディアの持つ可能性とそのもたらすであろう様々な
課題をいち早く予感し，次代を担う子供たちにどのようにメディアとむき合わせるの
かという問題意識を持った教員や研究者が多く存在した。60年代以降このような人材
が次第に問題意識を共有し，組織化され今に至る「メディアリテラシー」教育へと結
実してきた。本論ではアメリカにおける1990年代前半までのメディアリテラシーの歴
史を概観する。90年代以降と，その歴史が示唆するこれからのメディア教育への展望
はまた稿をあらためる。
Ⅰ
アメリカにおけるメディアリテラシーの概念は，その萌芽をマクルーハン（1911～
1980）にさかのぼるのが一般的である。マクルーハンはトロント大学の教授で，「メ
ディアとそれの宇宙的な意味の前衛的解釈者」１とされる人物であることはあまりに有
名である。彼の基本的な立場は，社会はコミュニケーションの見かけ上の内容ではな
く，個々人がコミュニケーションをとるメディアの本質により形成される，というも
のであった。さらに彼は「メディアそのものがメッセージなのだ」と論じ，「グロー
バル・ビレッジ」という概念を紹介した。「人間がコミュニケーションをとる手段が
彼らの行動を規制し，マスメディアが人間の行動する世界を小さなものにしてしまっ
た」２という考え方は，今日に至るまでマスメディアの基本的なあり方の規範となって
いる。
またマクルーハンの友人のジョン・カルキン（1928-1993）も忘れられてはならな
い。彼は公教育におけるメディア教育カリキュラムを作成，実行した米国における最
初の人物の一人である。彼は国民は等しくメディアリテラシーを体得しなければなら
ないと説き，その役割は公教育にあるとした。1964年に彼は，
メディアリテラシーの熟達は，マスメディアの影響に関する警告や，これらのメ
ディアのよりましな提供物にコンスタントに触れるといったことにとどまらな
い。これはただ単に善意を要求するのではなく，理解を必要としているのだ。そ
してこの理解を生むための訓練は学校の仕事である。３
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と主張し，実際のカリキュラム考案に心血を注いだ。
カルキンは，人類学者のエドマンド・カーペンタを頻繁に引用したことでも知られ
る。カーペンタはカルキンのメディア哲学に多大な影響を与えたとされる人物である。
カーペンタはニューメディアは言語以外の何者でもないとして，以下のように述べた。
英語はマスメディアである。すべての言語はマスメディアなのだ。映画，ラジオ，
テレビなどの「ニューメディア」は新しい言語であり，それらの文法はまだ私た
ちの知るところではない。それぞれの「ニューメディア」は現実を様々な手法で
記号化し，それぞれはユニークな哲学を持っている。十分な単語やイメージさえ
あれば，どんな言語で何でも言えると言語学者たちは主張する。しかしそれをす
るだけの十分な時間はないのだ。結局メディアの偏向をうまく利用するくらいが
関の山なのだ。４
このようにマクルーハンとカルキンは，メディアのコンテントよりもむしろメディア
の形態そのものが，人々の現実認識に影響を与えるとのだと説いた。この意味で人々
のメディアとの接触に革命的な変革をもたらし，その後のメディアリテラシーのあり
方に永続的な影響を与え続けた。
1960年代に入ると，テレビというニューメディアが燎原の火のような広がりを見せ
る。子供たちをこの「怪物」とどのように付き合わせるか，あるいは付き合わせない
かという問題が，家庭ばかりではなく学校という教育現場での大問題となるのに時間
はかからなかった。
映画，漫画，ラジオといった，テレビ以前から存在したメディアに子供たちをどう
向き合わせるかというという問題意識は，大なり小なり当然すでに存在していた。そ
れらのメディアのコンテンツに含まれる暴力や性の扱い方，また既成の文化的規範へ
の挑戦的な描写など，「常識的な大人」が「子供」に触れさせたくないと考えるメデ
ィアコンテンツをどうするか，これはなにもテレビ時代の隆盛とともに発生した問題
ではない。とはいえ，やはりテレビはあまり子供たちに身近であり，それだけにテレ
ビと子供の接触方法に大人たちは頭を悩ませた。
好ましからざるメディアと大人が判断した場合，一番安直な対応法が非難や告発で
ある。要するに，俗悪なメディアコンテンツと未成年者の犯罪や非行には相関関係が
ある，という主張である。しかしこの主張の是非は別にして，このような「告発」を
したところで，実際の子供たちのメディアとの接触には実際の影響をほとんど与える
ことができない，というのも事実である。ではどうするか。
この意味で画期的な「実験」が，60年代後半から70年代にかけてニューヨーク州マ
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マロネックにおける学校群（スクールシステム）で行われた。その模様はケート・ム
ーディの著した The Children of Telstar: Early Experiments in School Television
Production に詳しい。いたずらに子供たちをテレビから遠ざけるのではなく，テレ
ビ番組の制作実習を学校現場に持ち込み，テレビの「すべて」に触れさせることによ
りテレビとのつきあい方を学ばせようとした試みであった。子供たちがあまりに制作
に没頭しすぎたり，高価な設備を導入するしないの問題も起きたりして，一部ではや
りすぎではないかとの批判も起こった。しかしこの実験は各方面の強い関心を呼び，
大きな効果はあったとされる。何よりも今でいう「メディアリテラシー」の原型をこ
こにみることができた。つまり子供たちは，視聴者というメディアの「受け手」とい
う立場から，実際に自分たちの手で番組を作るというメディアの「送り手」の側に立
つことで，それまでにはまったく考えられなかったようなメディアとの接触を果たし
たのである。この意味では特筆すべき出来事であった。
またアイオワ州の小さな町での試みも注目に値する。二名の先進的な教員の活動が
きっかけとなってできた，Media Now という全米初とされる高校生向けのメディア
教育カリキュラムの誕生である。これは七つのユニット（モジュールと呼称される）
に分かれ，メディアについての包括的な理解のための格好の指針となった。以下でそ
の七つのユニットを概観する。５
この七つの「モジュール」とは，①メディア・ハードウエア，②メディア・プロダ
クション，③メディア・ジャンル，④メディア評価，⑤メディア解釈，⑥メディア美
学，そして⑦メディア表現である。
①でいう「ハード」とはカメラや各種プロジェクション装置を指したらしい。それ
らがどのような仕組みを持ち，どのように操作すればよいのかをここでは学ぶ。「メ
ディア・プロダクション」では，基本的な映画やテレビショット，絵コンテそして脚
本制作や編集について，また「メディア・ジャンル」においては，映画，テレビ，ラ
ジオ，活字媒体のそれぞれのジャンルとしての特徴を概観する。さらに「メディア評
価」ではメディア日誌をつけるなどしながらメディア評価のための基準作りを，そし
て「メディア解釈」では映像，広告，プロパガンダの分析をそれぞれ行う。「メディ
ア美学」においては，映画，テレビ，ラジオにおける美的原則の探求を試み，最後に
「メディア表現」では，メディアのメッセージをいかに効果的に視聴者や読者に伝え
るのかを考察する。これだけ網羅的，また包括的なメディア学習要領はそれまで存在
せず，Media Now がその後のメディアリテラシー教育に与えた影響は計り知れない。
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Ⅱ
この時期のアメリカにおけるメディア教育の試みが，すべて完成されたものであっ
たわけではないことにも触れざるを得ない。
たとえば映画産業発祥の地アメリカでは，第二次世界大戦以前から映画研究も盛ん
であった。とはいうものの，映画をメディア研究の一環として体系的にとらえて研究
を重ねるという動きにはなかなかつながらなかったのである。1857年に結成された，
幼稚園から大学までの教職者を網羅する米国最大の教育者団体である全米教育教会
（National Education Association）の教育政策委員会が1958年にまとめた「マスコミ
ュニケーションと教育」と題された報告書は次のように論じている。
今日の生徒，学生がマスコミに費やす時間の増大を考えると，これらのメディア
やコミュニケーション・プロセスに関する研究が必須であることは言を待たな
い。これは何を意味するのか。・・・（これは）現代においてマスコミが占める
位置に対する，正しい意識の涵養が必要であること（を意味する）。読解能力の
欠如が認識されるようには，これらのメディア理解能力の必要性は必ずしも意識
されてはいない。・・・どのようにメディアと付き合うべきかを教えるための基
礎を提供する研究はかなり現れてきてはいるが，きちんと確立した形をとるカリ
キュラムはまだまだまれである。しかしそのような教育に対する必要性は至る所
で叫ばれているのが現状なのだ。６
今でこそかなりの質量を伴うアメリカにおけるメディアリテラシー教育であるが，
1958年のこの報告書が明らかにしているようないわば「メディアリテラシー教育沈滞
期」とも呼べる時期が，少なくとも1970年代から80年代にかけて続く。ロバート・キ
ュービは “Obstacles to the Development of Media Literacy Education in the United
States”の中で，英語を母国語とするほかの国に比べ，アメリカにおけるメディアリ
テラシー教育がなかなか進展しなかった理由として，「アメリカの国土の広さ，民族
の多様性，連邦政府の一元的メディア政策に対する拒否感，メディアコンテンツ輸出
大国であるというアメリカの事情，そしてポップアートに対する長年にわたっての抵
抗感」７などを指摘している。キュービがあげるこれらの事項は，メディアリテラシー
の沈滞の理由にとどまらず，アメリカにおけるマスメディア全般に対してきわめて示
唆的でもある。
ここでこの停滞期の転機の一つになったのが，カトリック教会のシスターでもある
エリザベス・トーマンという人物の活動である。彼女は1977年に“Media & Values”
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という季刊誌を創刊したことで知られるメディア教育界の第一人者である。ここでは
この雑誌に掲載されたいくつかの論考を概観し，メディアリテラシーの一つの画期的
な現象を検証する。
彼女は同誌の創刊号に “I Hate It, But I Love It: Television and Listerine”を寄稿
している。“Listerine”とはアメリカの代表的なうがい液である。今でこそかなり使
いやすくなったものの，初期の“Listerine”はかなり味がきつくまずいものの代名詞
の感があった。とはいえ口臭を気にする向きには圧倒的な支持を得た製品である。そ
れとテレビを同列にし，テレビに対するアメリカ人の「愛憎感情」をユニークな論法
で解釈したのがこの論文である。
この論文は77年４月に全米カトリック教育協会で行われた講演をもとにしたもので
あり，そもそもカトリック教会が信徒の子供たちにどのようにテレビとの関係を教え
るのか，という視点でこの講演は行われた。しかしことはカトリック教会とテレビに
とどまるものではなく，一般的な国民を視野に入れた，さらにはテレビ以外の媒体で
のメディアリテラシー教育という点でも多くの示唆に富み，これ以降のメディア教育
を予見したものでもあった。彼女の基本的な問題意識は「我々の価値観が，もはやモ
ーセの十戒によってではなく，何十万本ものテレビコマーシャルによって規定されて
しまう中で，どのように人生に向き合えばいいのか」８ということである。
この論考を進める上での基調になっているのが，著名なコミュニケーション学の理
論家デビッド・バーロからの引用である。バーロは
歴史的にみて我々は，これまでコミュニケーションの欠乏した環境にすんできた。
そのような環境下では，メッセージを得るために高価な代金を必要としていた。
しかし今日我々は，コミュニケーション過多とも言える環境に住んでいる。我々
は間もなく沈黙のために，そしてコミュニケーション回避のために代価を払うこ
とになるのであろうか。９
と論破し，今から35年前に現代のインターネット全盛の時代を予見するような知見を
残している。彼によれば，現代とはコミュニケーションに対する価値観がまったく逆
転してしまった時代のことなのである。このような時代認識のもとでは，メディアと
の接触方法はコペルニクス的転換を必要とするのだ。さらにバーロは論を進め，現代
情報時代の命題についてこう論述する。
二つの関連する命題が真となる時代を，人類は史上初めて迎えたのである。その
第一の命題とは，人間の頭脳に人間が必要とするすべての情報を保存するのはも
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はや不可能だということ・・・。また第二の命題とは，人間の頭脳に人間が必要
とするすべての情報を保存することはもはや必要ではないということ・・・。
我々は・・・テクノロジーを駆使して情報を保存することができる・・・。この
ような命題は革命的である。これまで教育とされてきたものは，人間がおそらく
必要とするであろう情報を，すべて人間の頭脳に焼き付けようとしてきた。つま
り教育とは情報の「保管」にその主眼があった。今日このような教育はもはや不
可能であり，また不要なのである。そうではなくこれからは情報の処理方法を教
えることが，教育の第一目的でなければならない。そしてその情報理とは，テク
ノロジーを通じて行うものなのだ。教育は情報の蓄積へではなく，情報の処理へ
とおおきく方向を変えなければならない。教育はまだその方向にどのように向か
えばよいのか，未知を探しあぐねているのが現状なのだ。10
確かに「情報の賢明な使い方」については，筆者も70～80年代にかけてのアメリカ留
学時代に繰り返したたき込まれてきたことを記憶している。曰く「必要な情報のほと
んどすべては図書館などにあるわけだから，情報をいちいち覚え込む必要はない。必
要なのは，どのような情報がどこにあり，それをどのように使えばいいのかのノウハ
ウを知ること」なのだと。この発想が数十年後のインターネット全盛時代を迎えた中
で，情報やメディアとのまったく新しい出会い方を我々に要請するに至ったわけであ
る。
人類が経験したことのないような「情報時代」の進展の中，上記の新しい教育を意
識しながらどのようにメディアリテラシーを考えればよいのか。トーマンは Media
& Values 35号で，「社会分析」の手法をメディアリテラシーに応用できるのではない
かと提言する。11「社会分析」の手法とは社会正義実現のために用いられる手法で，な
んらかの好ましい変化を起こすために，抽象的なレベルではない実体としての個人の
行動に焦点を当てる。これは，メディア（特に新しいメディア）の欠点ばかりに注目
するといった後ろ向きな姿勢に陥ることを防ぎ，また個々のメディアにまつわる問題
をその問題単体としてとらえるのではなく，問題を社会システム全体の中の一部とし
て把握しようとするためである。
具体的にはあらゆる事象に対して，「自覚」「分析」「熟考」「行動」の四要素を軸に
思考を進め変革をもたらそうとする。メディアにかかわるあらゆる問題に対し，まず
それを的確に自覚し，そこから妥当な行動へと高めていくこの手法は，とかくアカデ
ミアにこもり抽象的な議論にとどまりがちなメディア研究界に一つの大きな刺激をも
たらした。
同誌52，53号にもきわめて興味深い論述がある。フランシス・デイビスによる「テ
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レビについて子供に教える５つのこと」がそれである。特に年少の子供にとってその
存在の大きなテレビ。この論文では子供とテレビをどのように共存させるか，につい
ての提言を行う。12 一般的には，子供とテレビの適正な関係を保つためには，保護者
が子供とテレビ体験を共有するべきだ，とよく言われる。しかしそうはいっても具体
的にどうするのか，という疑問に真正面から取り組んだのがこの考察である。
デイビスの５つの提言は，①視聴者はテレビより賢明であること，②テレビの描く
世界は現実の世界とは異なること，③テレビはある人々はほかのある人々より重要で
あると教えていること，④テレビは同じようなことを繰り返し行っていること，そし
て最後に⑤テレビは利潤を生まなければならないという宿命を負っていることにそれ
ぞれ気付くようにしむけることである。
このテレビ視聴に関する提言は，よく考えてみるとなにもテレビに限ったことでは
ない。つまり，ここでいう「テレビ」を「マスメディア」と言い換えても立派に通用
する。
①においては，メディアに対する我々の基本的な立ち位置が規定される。テレビ，
つまりマスメディアより我々が「賢い」というのは，我々がメディアを「支配」して
いるのであってその逆ではないということだ。メディアの流す情報を無自覚的に消費
するのではなく，そこにはメディア消費者たる我々の賢明な情報の取捨選択が必要な
のだ。②のいわんとすることは明らかである。メディアの提示する「現実」は，真の
「現実」とは異なる。たとえばテレビの映し出す画像は確かにある意味でありのまま
の姿をそのまま映し出しているわけだ。しかしその「絵作り」のための操作により，
テレビに映し出される画像はいかようにもなるということを賢明な視聴者は常に意識
している必要がある。
③は議論の分かれるところだろう。アメリカのメディアにおいては，白人男性のも
のの見方が主流で，女性やいわゆるマイノリティはどうしても扱いが薄く軽くなって
いるとされる。このことを知らずに長年メディア情報に接触していると，ある特定の
人たちはその他の人より重要なのだという思いがすり込まれてしまうというのだ。④
もメディアに対しての批判として絶えず指摘されてきた点である。メディアの取り上
げる事象は時代変遷により当然変わる。しかし底辺に流れる発想はなにも変わってい
ないというのである。男性は強く，女性は弱い。女性はいつも美しく化粧をし，男性
はたくましくなければならない。ことほど左様にこの種の「偏見」がぬぐいがたいも
のであることは確かであろう。⑤でいうメディアも利潤を求める私企業であるという
点も我々が常に意識しておく必要のある事項である。たとえばメディアが伝えるべき
だと判断するニュースも，読者や視聴者がそれを「買って」くれないと判断されれば
当然伝えられなくなることもあり得る。この経済の原則をメディアがどのように処理
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しているのか。我々が目を光らせていなければならない点の一つだろう。いずれにせ
よ，デイビスの指摘するこれらテレビ視聴に対する視点は，第一義的には子供にこの
メディアについてどのように視聴方法を考えるかに関するものであるが，それだけに
とどまらずメディア全般についてこれからも不断に問われ続けなければならないとい
う点で大きな意味がある。
ここまで Media & Values に掲載された論考のうち，その後のメディアリテラシー
教育に大きな影響を与えたと思われる論文を概観してきた。59／60合併号でエリザベ
ス・トーマンは同誌の15年をふり返る論述の中で次のように述べている。
Media&Values の創刊当初からの目標は，メディア文化によって提起される雑多
な価値観に対するディスカッション・フォーラムを提供することにより，メディ
ア教育を定義，そして再定義することであった。「性と暴力」だけにとらわれる
のではなく（もちろんこれらは重要なテーマではあるが），メディアの経済的土
台（ちなみにこのことが消費者文化を生み出すわけであるが）というような，よ
り普遍的，全体的なテーマを扱いたかった。13
同誌は1993年秋に発行された第63号で終刊となったが，15年以上にわたり主にテレビ
に関する考察を重ねてきた。前述のように「社会分析」の手法も援用しながら，「メ
ディアリテラシーとはすべてのことに解答を与えるというものではなく，的確な問い
を発する方法を知ることである」という理念のもと，あくまで具体的な行動に結びつ
ける視点においてのメディアリテラシー教育の意義は大きい。
Ⅲ
1990年代に入ると，メディアリテラシーはよりいっそう勢いを増す。数々の先駆的
なプロジェクトが生まれ，全米でメディア教育カリキュラム作成や教員教育の試行が
なされるようになった。ここではそのうちのいくつかを概観する。
90年代に入り確かにメディアリテラシーは隆盛期に入る。とはいうものの，全体と
して体系的，統一的な動きとはなっていなかった。たまたまメディア教育の先駆的な
教員がいたり，あるいはある特定の学校や学校区が積極的だったりというような散発
的なものであった。またメディアリテラシーといっても，その取り上げるテーマもた
またまその個人や学校が得意な分野（それがたとえばメディアにおける性や暴力の問
題，あるいは生徒たちに実際にメディア・プロダクションにかかわらせるといった実
技重視の教育というように）が，たまたま扱われていただけというのが実情であった。
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このような中で1992年に，メディア教育におけるきわめて画期的とされる出来事が
あった。1992年12月に首都ワシントンで開催されたアスペン研究所による指導者会議
がそれである。その会議において何よりも特筆されるべきことは，それまでは皆無だ
った体系的で理論的な統一プラットフォームができあがったことである。この会議に
先立つ２年間の精力的な準備期間を経て，その結果生まれた Aspen Institute Report
of the National Leadership Conference on Media Literacyはその後のアメリカにお
けるメディアリテラシーのフレームワークとなった。何よりも，それまでには存在も
しなかったメディアリテラシーの統一的定義づけ，戦略的な教案や行動計画作成の必
要に合意できたことは大きな意義を持った。ここでこの報告書から要点をかいつまん
でみる14。
上述の通り，これまで統一的な定義すら存在しなかった中で，この会議において初
めてそれが議論され成案を得た。当然のことながら，アメリカにおけるメディアリテ
ラシー教育の目的は千差万別であったしこれからもそうであり続ける。たとえばある
特定の分野に関する分析や研究を重視するもの，実際のメディア作品制作技術習得を
強調するもの，メディア作品の美的側面を研究するものなど，それぞれ特有の分野に
おける教育にはそれぞれ貴重な意義がある。しかしその教育手法がどうであれ，その
基本となる「メディア」というものへの統一的な理解の提言をこの報告書は初めて行
った。
メディアにかかわる教育者は，「メディアを通じて現実が表現される」という場合
三つの要素がそれぞれ影響し合うということを理解する必要がある，とする。その三
つの要素とは①製作する側のプロセス，②製作されたもの，そして③それを受け取る
側の問題である。さらに教育者が共通理解として持つべき項目として五つをあげる。
①メディア自身は作られたものであり，事実を作り出す存在であること。②メディア
は商業的意味を有すること，③メディアにはイデオロギー的，そして政治的な意味が
あること。④内容と形式はそれぞれのメディアにおいて関連性があり，内容と形式そ
れぞれに特有の美的な決まり事があること。そして最後に⑤メディアの伝える事象の
意味を受け手が作り出すということである。このように，メディアリテラシーとはき
わめて実践的かつ経験的なものであり，批評的な思考と同時に探求心を重視し，さら
にはきわめて学際的である分野であることが強調されている。
さらにこの報告書には，緊急に解決されるべきいくつかの課題も列挙されている。
この報告書が意義深いのは，メディアリテラシーそのものの定義付けと同時に，今何
が必要とされているのかがかなり明確に意識され浮き彫りになったことである。それ
らは①アメリカのどこでどのようなメディア教育が実践され，その実情がどうなって
おりまたその効果はどのくらいのものなのか，というような基本的なデータ。②効率
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的な広報。③財団，ネットワークのような拠点。④政界，教育界，メディアなどの人
材との生産的な人間関係などである。これらの必要条件が満たされさえすれば，すで
に広い意味でのメディアリテラシーの概念に対するコンセンサスが緩やかとはいえ形
成されつつあるのだから，これが一挙に開花する可能性が見えてきた，という意味で
もこの報告書の持つ意味はきわめて大きい。
アスペン会議がこの報告書を発表したのとほぼ同時期の93年に，Association for
Supervision and Curriculum Development15によりエリザベス・トーマンの Skills &
Strategies for Media Education16 が発表された。トーマンは本論でもすでに触れた，
Media&Values 誌を1977年に創刊したことなどで知られる，アメリカにおけるメディ
ア教育の第一人者である。彼女はこの論文の中で，この時点においてメディアリテラ
シー教育が達成してきたことをふり返り，あらためて論点整理をしている。その中の
いくつはすでに明らかになってきたことであり特に目新しさはないが，アスペン会議
報告書がメディア教育の一時代を画したこの時期に，どのような論点が存在している
のかを概観したことの意味は小さくない。その要点をみてみよう。
彼女はあらためてあらゆるメディア接触経験において必須の５点を再提示する。そ
れらは①すべてのメディアの伝えるメッセージは「作られた」ものであること。②そ
のメッセージとはそれ独自の規則を持つ創造的言語を使用して作られていること。③
同じメディアメッセージも，人によってその受け取り方は異なること。④メディアと
は基本的に利潤を探求するビジネスであること。そして最後に，⑤メディアには独自
の価値観と視点が内包されていること，である。
さらにトーマンは，「メディアメッセージ」（それがどの媒体から生み出されたメッ
セージなのかにかかわらず）についてさらに次の設問が必要であると主張する。①だ
れがそのメッセージを作り，なぜそのメッセージを発信しているのか。②読者や視聴
者の注目を得るために，どのようなテクニックが使われているのか。③そのメッセー
ジにおいてどのようなライフスタイル，価値観，そして視点が提示されているのか。
④人によってそのメッセージの受け取り方がどのように異なると思われるか。⑤その
メッセージに欠如しているのは何か，という５つの問いかけである。
トーマスのこれらの問題提起が斬新なのは，大人ばかりでなく子供にもきわめてわ
かりやすいという点であろう。上で彼女が指摘している切り口は，マスメディアのメ
ッセージばかりなく，個人同士での私的な会話におけるメッセージ伝達にも相当程度
当てはまることである。たとえば「こんにちは」というメッセージがＡという人物か
らＢへの伝わる場合，それがどのような意味を持つのか。それはＡとＢとの関係（友
人，親子，恋人，上下関係），二人の関係の善し悪し，二人の性格，その時点におけ
る二人の感情などきわめて多くの条件によりその意味がまったく変わる。さらにＡと
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Ｂが異性の場合，Ａが無感情に発したその言葉をＢが自分への恋愛感情を持つものと
して受け取る，などの誤差が生じる可能性もあるだろう。さらにはその「こんにちは」
という発話を，「こんにちは」とまで言ってくれたとＢが受け取るか，「こんにちは」
としか言ってくれなかった，と受け取るのかという感情の行き違いも含まれうるであ
ろう。このように「こんにちは」というきわめて単純できわめて日常的なメッセージ
のやりとりですら，このように複雑で微妙な要素を含む。
さらに個人間でのメッセージのやりとりをよりいっそう複雑にしているのは，上記
のような諸条件を我々が「自動処理」しながらコミュニケーションを実行していると
いう点である。Ａの発する「こんにちは」をＢが受けるとき，Ｂがそのメッセージを
どのように解釈し，またそのメッセージにどのような反応を起こすか（「こんにちは」
と返すのか，別のメッセージを使うのか，あるいはまた無視するのか。その無視の方
法にしてもＡを直視するのか，あるいは視線もＡを避けるのか）は，一瞬のうちに決
定され実行される。そしてそれはほとんど無意識のうちに自動処理されるのである。
ところでメディアメッセージを受け取るときの問題は，言うまでもなくこの個人間
のやりとりではある程度可能な「自動処理」が援用できないという点である。「自動
処理」が不可能であると言うことは，メッセージをいわば「手動処理」しなければな
らないということになる。しかし問題は，メディアメッセージの「手動処理」の必要
性を意識していても，具体的にどのように「手動処理」するのかの手法がわからない。
さらに「手動処理」の必要性すら実感できていない場合すら多々ある。特に新聞，テ
レビ，ラジオ，映画というような身近なメディアが相手の場合，その発するメッセー
ジが日常的であればあるほど，メディアリテラシーの必要性や重要性が意識に上がっ
てこないのは無理のないことだ。したがってまさしくここにメディアリテラシーの必
要性が生じる。この意味でも，上述したトーマンの提案するメディアリラシーを考え
るときの「指針」がきわめて有用なのである。
50年以上にわたりメディアリテラシーの普及，啓蒙に取り組んできた The
National Telemedia Council が，機関誌 The Journal of Media Literacyを1953年に発
刊した。その1993年秋冬号に興味深い論考が掲載されている17。93年７月31日から８
月６日にかけて，ハーバード教育大学院が主催して “Media Education Institute”
が開催された。北米から85名の参加を得たという。この種の研究集会としては1970年
代以来久しぶりのものであった。この会合においては様々な研究セッションが行われ
たが，特筆すべきはここで取り上げられた諸テーマがその後のメディアリテラシー教
育の一つの方向付けをしたという点である。ここで確認された今後研究の必要なテー
マとは，①新規科目を増設することなしに，どのようにメディアリテラシーの概念を
学校カリキュラムに導入するか。②メディアから収集する情報の能動的な取捨選択を
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学生生徒にどのように教えるのか。③ビデオ作品製作実習を学生生徒のコミュニケー
ションスキル習得にどのように用いることができるか。④新聞やテレビニュースをど
のように分析し，政治報道に対するメディアの影響をどのように考えるのか。⑤メデ
ィアにおけるステレオタイプやジェンダー，社会階級，人種，民族性に関する議論を
進めるためのテクニックや資料にはどのようなものがあるのか。⑥それぞれの地域に
おいてどのようにメディアリテラシープログラムを実践するのか，などである。これ
らの諸点が具体的にこのあとどのように展開したのかについては稿をあらためるが，
ここにはこの時点ですでに相当の質量を誇っているアメリカのメディア教育を，1990
年代という政治的社会時代性のもとでいかに発展させていくのか，またその際の手が
かりになる視座とは何なのかをここに見て取ることができる。
Ⅳ
本論の最後にマスメディアと暴力問題を概観しておく。メディアにおける性の扱い
の問題とならび，暴力の取り上げ方については長期間論争が続いてきた。特に未成年
者に対する影響のあるなしについては，90年代を迎えた時期にかなり熱を帯びた議論
を呼び続けた。そのような状況の中，1993年７月に司法省，教育省，保険福祉省の共
催で，未成年者の暴力行動に関する会議が開かれた。この会議を受けて作成されたの
が『アメリカの青少年を守るために』と題された報告書である18。この報告書が画期
的だったのは，アメリカの若者を取り巻く暴力の現状に対する現状認識と，それの引
き起こす諸問題への処方箋がきわめて明快に語られているという点である。すなわち
現状認識として同報告書は，①メディアにおける暴力という場合それはテレビだけに
は限定されないこと。②社会における暴力事件の増加の原因をメディアに求めること
は可能であるが，メディアが唯一の原因ではないこと。③青少年はメディアにおける
暴力が現実社会へ与える影響を，それほど重大に考えてはいないこと。④メディアの
影響を若者や社会全体を善導する方向に利用することについて，一般社会がまだまだ
未熟であること，の四点を指摘する。
メディア，特にテレビが子供たちに与える影響については，様々な研究がある。有
名な研究としては，1993年にアメリカ心理学会が行った “Violence & Youth:
Psychology’s Response”がある。この中で明らかにされたメディアから受ける影響
とは主に，①攻撃性と反社会的行動の増加，②被害者になることの恐怖の増加，③暴
力や暴力被害者への共感力の低下，そして④メディア作品や実生活における暴力への
渇望19だとされる。純粋に心理学的見地からの詳細な研究結果が出たわけであるが，
『アメリカの青少年を守るために』はその議論に一つの明確な方向性を出したと言え
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る。つまり子供たちを取り巻く多様なメディア状況の中，新しい「メディアリテラシ
ー教育」の必要性を地域社会全体に求めたと言えるだろう。テレビゲームやコンピュ
ーターゲームを含む多彩なメディアを単純に悪者扱いするのではなく，どのようにし
て子供たちに上手にメディアと付き合わせるのか，その方策を大人も巻き込んで模索
するべきだという認識を示したわけである。
このような社会のメディアにおける暴力への関心や問題意識の高まりを受けて，エ
リザベス・トーマンが1995年7月12日に上院商務委員会において証言を行った20。この
証言の中で彼女は，アメリカ国民はメディア，特にテレビにおける暴力について40年
間にわたって「責任のなすり合い」を続けてきたと述べる。つまり視聴者は作家を責
め，作家はプロデューサーを，プロデューサーはテレビネットワークを，そしてネッ
トワークは広告主の責任を問う。そして最後に広告主は，番組を視聴する視聴者が悪
いと主張する。これではあまりにも非生産的である。トーマンはメディアリテラシー
にこの時点で求められているのは，次の問いかけへの解答だとする。
数百万の子供たちがその形成期に，暴力が問題解決のためのより好ましい方法で
あり，また恐怖や暴力を当然のこととして描く強力な視覚や口頭でのメッセージ
に何十年もさらされながら成長するときに，国民への心理的影響はどれほどのも
のであるのか。21
もちろん簡単にこの解答は出ないわけであるが，「メディアにおける暴力にさらされ
る総量を減じ，暴力による影響を緩和し，暴力的ではないメディアを奨励し，最後に
視聴者や読者が政治家，メディア産業などに対して積極的に発言を続ける」22ことの必
要性をトーマンは訴えるのである。
終わりに
ここまで90年代前半までのアメリカにおけるメディアリテラシーの流れを概観し
た。メディアリテラシーという概念がまだ確立していなかった時代から，すでにアメ
リカは「メディア大国」であった。国民が生活において切っても切り離すことのでき
ないメディアとの関わりをしている以上，それとの賢明なつきあい方というものに問
題意識を持つのは，ある意味で当然でありまたそれは時間の問題であった。したがっ
て多種多様なメディアが経済成長ともにいっせいに花開いたときに，これまでみてき
たように，メディアリテラシーに対する需要も一挙に増したわけである。
90年代後半には，全米規模での共同研究もより盛んになりさらにメディア教育は質
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量ともに充実を見せる。2000年以降には政府も積極的にメディアリテラシーの必要性
を訴え，教育機関と各種財団などの結びつきも強まっていった。これらの事情につい
ては，次号に譲る。
〔注〕
１　Les Brown, The New York Times Encyclopedia of Television, (New York: Times, 1977), 
p. 268.
２　同上。
３　Media Literacy and the Digital Age, Sean Edward Watkins, A Thesis Submitted to the
Graduate College of Bowling Green State University , 2009, p. 16.
４　これは下記の29ページに引用されている。
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